
（様式１－３）
【●●県・○○市（町村）】　被災者支援事業計画　個票
　　○年○月時点
※本様式は様式１－２に記載した事業ごとに記載してください。また、事業ごとに次頁
以降の添付書類①～⑦のうち、該当する添付書類に記載してください。
	NO.
	
	事業名
	
	事業番号
	

	事業実施主体
（直接/間接）
	

	交付対象事業費
	（千円）

	貴自治体における被災者支援全体に関する目標

	





	事業概要

	




















	地域の被災者支援活動との関係

	





＜添付書類①　被災者支援総合事業＞　
	１．事業の詳細

	（同一の事業について、複数の取組を実施する場合には、各取組について、個別に必要事項を記載してください。また、委託・補助による事業実施を予定している場合には、委託・補助の相手方となる団体等を記載してください。（公募の場合は除く。公募による補助の場合は、採択時期、採択事業数（想定）、採択金額その総額を記載してください。）②コミュニティ形成支援事業を団体への補助事業で実施する場合（１実施主体当たりの補助額が２０万円未満である場合を除く。）、または、③「心の復興」事業を実施する場合には、取組ごとに番号を付し、それぞれ様式１－３添付書類aまたは添付書類bを合わせて記載してください。公募中の場合は、決定次第提出してください。
①住宅・生活再建支援事業
　【委託・補助相手方】（想定）
　　
　　【事業目的】

【事業内容】
　　
　　【対象地域】（大字単位）（具体の仮設住宅名も記載してください。）
　　　　　　　 （在宅被災者を対象とする場合、具体の地域も記載してください。）
　　
　　【支援対象者及び対象世帯数、参加見込み人数】（仮設住宅居住者○○名等　具体的に記載してください。）
　　
　　【事業効果】
　　
　　【生活再建相談員　配置予定数】
　　
　　
　　
②コミュニティ形成支援事業
【委託・補助相手方】（想定）（公募の場合は除く）
　　
　　【事業目的】
　　
【事業内容】
　　
　　【対象地域】（大字単位）（具体の仮設住宅名、災害公営住宅名も記載してください。）
　　
【対象世帯数】
　　　　仮設住宅　　　　世帯程度
　　　災害公営住宅　　　　世帯程度　（防災集団移転、自主再建世帯を含む）
　　　　　　その他　　　　世帯程度
　　
　　【事業効果】
　　
　　
　　【コミュニティ支援員　配置予定数】
　　
　　
　　
③「心の復興」事業
【委託・補助相手方】（想定）（公募の場合は除く）
　　
　　【事業目的】
　　
【事業内容】
　　
　【対象地域（見込）】（大字単位）（具体の仮設住宅名、災害公営住宅名も記載してください。）
　　
　　【年間の活動スケジュール】
　　
【参加見込の被災者数（実人数で記載）】
　　　　　仮設住宅　　　　人程度
　　　災害公営住宅　　　　人程度　（防災集団移転、自主再建世帯を含む）
　　　　　　その他　　　　人程度
　　
　　【事業効果】
　　
　　
　　
④被災者生活支援事業
【委託・補助相手方】（想定）
　　
　　【事業目的】

【事業内容】
　　
【対象地域】（大字単位）（具体の仮設住宅名、災害公営住宅名も記載してください。）
　　
　　【支援対象者及び対象世帯数、参加見込み人数】（仮設住宅居住者○○名等　具体的に記載してください。）
　　
　　【事業効果】
　　
　　【被災者生活支援員　配置予定数】
　　
　　
　　
⑤被災者支援コーディネート事業
【委託・補助相手方】（想定）
　　
　　
　　【事業目的】

【事業内容】
　　
　　【対象地域】（大字単位）　　
　　
　　【事業効果】
　　
　　
　　
⑥県外避難者支援事業
【委託・補助相手方】（想定）
　　
　　【事業目的】
　　
【事業内容】
　　
　　【支援対象者及び対象世帯数、人数】（県外避難世帯○○世帯等　具体的に記載してください。）
　　
　　【事業効果】
　　
　　
　　

	２．積算内訳

	（該当する事業の【1-3】添付書類(ａ,ｂ,ｄ）の積算内訳に記載し、提出してください。）





	３．成果指標

	（当事業の具体的な成果指標となるものを記載してください。また、アンケート調査など事業成果を測定する方法を記載してください。）


	４．　　　年度以降の事業見通し

	・事業実施の方向性（継続、一部見直し、終了　等）

・事業実施の方向性を決定した背景・理由（災害公営住宅等の恒久住宅への入居状況、コミュニティ形成の状況等）

・財源（一般財源、基金（具体的に想定する基金名）、国庫補助（具体的に想定するもの）　等）


	（    年度も事業を継続する場合は、事業費（国庫補助が必要な場合はその見込額）を記載してください。）（単位：千円）

	
	    年度
	    年度
	    年度
	年度
	年度

	総事業費
	
	
	
	
	

	うち被災者支援総合交付金
	
	
	
	
	

	うち国庫補助額
	
	
	
	
	

	うち一般財源
	
	
	
	
	



＜添付書類②　被災者見守り・相談支援事業＞
	１．事業の詳細

	（同一の事業について、複数の取組を実施する場合には、各取組について、個別に必要事項を記載してください。また、委託・補助による事業実施を予定している場合には、委託・補助の相手方となる団体等を記載してください。）
①被災者見守り・相談支援調整会議を開催する事業
　　【事業内容】


②被災者の見守り・相談支援を行う事業
　　【事業内容】

　　【生活支援相談員の配置予定数】


③被災者支援従事者の資質向上等を図るための事業
　【事業内容】


④その他被災者の孤立防止を図るため、見守り・相談支援と一体的に行う事業
　【事業内容】




	２．積算内訳

	（内訳を【1-3】添付書類ｅ　積算内訳に記載してください。）
①被災者見守り・相談支援調整会議を開催する事業

②被災者の見守り・相談支援を行う事業

③被災者支援従事者の資質向上等を図るための事業

④その他被災者の孤立防止を図るため、見守り・相談支援と一体的に行う事業


	３.成果指標

	(1 見守り等支援対象者に対して、どの程度対応できたか、②見守り等支援を通じた自立により、どの程度、支援対象者が減少したか等、当事業の具体的な成果指標となるものを記載ください。）




	４．　　年度以降の事業見通し

	・事業実施の方向性（継続、一部見直し、終了　等）

・事業実施の方向性を決定した背景・理由（災害公営住宅等の恒久住宅への入居状況、コミュニティ形成の状況等）

・財源（一般財源、基金（具体的に想定する基金名）、国庫補助（具体的に想定するもの）　等）


	（年度も事業を継続する場合は、事業費（国庫補助が必要な場合はその見込額）を記載してください。）（単位：千円）

	
	    年度
	    年度
	    年度
	年度
	年度

	総事業費
	
	
	
	
	

	うち被災者支援総合交付金
	
	
	
	
	

	うち国庫補助額
	
	
	
	
	

	うち一般財源
	
	
	
	
	

	５．他事業との連携

	添付書類②～④（厚生労働省担当分）において、どのように事業間の連携を図っているのか具体的に記載してください。
また、事業内容及び経費の重複がないか確認するとともに、被災者への一体的な支援に向けた具体的な取組内容を記載しください。



＜添付書類③　仮設住宅サポート拠点運営事業＞
	１．事業の詳細

	（同一の事業について、複数の取組を実施する場合には、各取組について、個別に必要事項を記載してください。また、委託・補助による事業実施を予定している場合には、委託・補助の相手方となる団体等を記載してください。）
○仮設住宅等における介護・福祉サービス等の拠点づくり
【事業内容】

	２．積算内訳

	（内訳を【1-3】添付書類ｆ　積算内訳に記載してください。）


	３．成果指標

	（当事業の具体的な成果指標となるものを記載ください。）




	４．　　年度以降の事業見通し

	・事業実施の方向性（継続、一部見直し、終了　等）

・事業実施の方向性を決定した背景・理由（災害公営住宅等の恒久住宅への入居状況、コミュニティ形成の状況等）

・財源（一般財源、基金（具体的に想定する基金名）、国庫補助（具体的に想定するもの）　等）


	（年度も事業を継続する場合は、事業費（国庫補助が必要な場合はその見込額）を記載してください。）（単位：千円）

	
	    年度
	    年度
	    年度
	年度
	年度

	総事業費
	
	
	
	
	

	うち被災者支援総合交付金
	
	
	
	
	

	うち国庫補助額
	
	
	
	
	

	うち一般財源
	
	
	
	
	

	５．他事業との連携

	添付書類②～④（厚生労働省担当分）において、どのように事業間の連携を図っているのか具体的に記載してください。
また、事業内容及び経費の重複がないか確認するとともに、被災者への一体的な支援に向けた具体的な取組内容を記載してください。



＜添付書類④　被災者の心のケア支援事業＞
	１．事業の詳細

	（同一の事業について、複数の取組を実施する場合には、各取組について、個別に必要事項を記載してください。また、委託・補助による事業実施を予定している場合には、委託・補助の相手方となる団体等を記載してください。）
①運営委員会の設置
　　【事業内容】


②被災者への個別相談支援
　　【事業内容】


③被災地の心の健康の向上に資する各種事業
　　【事業内容】


④本事業の地域の精神保健医療機能への移行に向けた取組
　　【事業内容】



	２．積算内訳

	（内訳を【1-3】添付書類ｇ　積算内訳に記載してください。）
①運営委員会の設置
　
②被災者への個別相談支援
　
③被災地の心の健康の向上に資する各種事業

④本事業の地域の精神保健医療機能への移行に向けた取組


	３．成果指標

	（当事業の具体的な成果指標となるものを記載ください。）



	４．　　年度以降の事業見通し

	・事業実施の方向性（継続、一部見直し、終了　等）

・事業実施の方向性を決定した背景・理由（災害公営住宅等の恒久住宅への入居状況、コミュニティ形成の状況等）

・財源（一般財源、基金（具体的に想定する基金名）、国庫補助（具体的に想定するもの）　等）


	（年度も事業を継続する場合は、事業費（国庫補助が必要な場合はその見込額）を記載してください。）（単位：千円）

	
	    年度
	    年度
	    年度
	年度
	年度

	総事業費
	
	
	
	
	

	うち被災者支援総合交付金
	
	
	
	
	

	うち国庫補助額
	
	
	
	
	

	うち一般財源
	
	
	
	
	

	５．他事業との連携

	添付書類②～④（厚生労働省担当分）において、どのように事業間の連携を図っているのか具体的に記載してください。
また、事業内容及び経費の重複がないか確認するとともに、被災者への一体的な支援に向けた具体的な取組内容を記載してください。




＜添付書類⑤　被災した子どもの健康・生活対策等総合支援事業＞
	１．事業の詳細

	（同一の事業について、複数の取組を実施する場合には、各取組について、個別に必要事項を記載してください。また、委託・補助による事業実施を予定している場合には、委託・補助の相手方となる団体等を記載してください。）


①遊具の設置や子育てイベントの開催
　　・具体の事業内容、対象者、実施場所、実施期間



②親を亡くした子ども等への相談・援助事業
　　ア）子どものケアセンター設置事業（実施場所、開設日数、専門人材の配置状況等）
　　
　イ）支援者研修（研修内容、実施回数等）
　　　
ウ）心身のケア相談会・講習会（テーマ、実施回数等）
　　　
エ）被災児童等の交流会（テーマ、実施回数等）
　　　
オ）被災児童等の支援施策広報（テーマ、実施回数等）
　　　
カ）その他心身のケア関連事業



③児童福祉施設等給食安心対策事業
　　ア）事前検査（対象施設数、延べ回数）

　　イ）事後検査（対象施設数、延べ回数）







　

	２．積算内訳

	（内訳を【1-3】添付書類h　積算内訳に記載してください。）

①遊具の設置や子育てイベントの開催

②親を亡くした子ども等への相談・援助事業

③児童福祉施設等給食安心対策事業



	３．成果指標

	（当事業の具体的な成果指標となるものを記載ください。）




	４．　　年度以降の事業見通し

	・事業実施の方向性（継続、一部見直し、終了　等）

・事業実施の方向性を決定した背景・理由（災害公営住宅等の恒久住宅への入居状況、コミュニティ形成の状況等）

・財源（一般財源、基金（具体的に想定する基金名）、国庫補助（具体的に想定するもの）　等）


	（年度も事業を継続する場合は、事業費（国庫補助が必要な場合はその見込額）を記載してください。）（単位：千円）

	
	    年度
	    年度
	    年度
	年度
	年度

	総事業費
	
	
	
	
	

	うち被災者支援総合交付金
	
	
	
	
	

	うち国庫補助額
	
	
	
	
	

	うち一般財源
	
	
	
	
	



＜添付書類⑥＞
＜福島県の子供たちを対象とする自然体験・交流活動支援事業＞
	１．事業の詳細

	（同一の事業について、複数の取組を実施する場合には、各取組について、個別に必要事項を記載してください。また、委託・補助による事業実施を予定している場合には、委託・補助の相手方となる団体等を記載してください。）
①小・中学校自然体験・交流活動等支援事業
　　【事業内容】


②幼稚園・保育所自然体験活動等支援事業
　　【事業内容】


③社会教育団体自然体験活動支援事業
　【事業内容】


　※各事業について、具体的な支援対象者（どのような方を対象と考えているのか）及びその人数を記載してください。


	２．積算内訳

	（内訳を【1-3】添付書類i　積算内訳に記載してください。）
①小・中学校自然体験・交流活動等支援事業

②幼稚園・保育所自然体験活動等支援事業

③社会教育団体自然体験活動支援事業


	３．成果指標

	（当事業の具体的な成果指標となるものを記載ください。）







	４．    年度以降の事業見通し

	・事業実施の方向性（継続、一部見直し、終了　等）

・事業実施の方向性を決定した背景・理由（自然体験活動・交流活動の機会の状況、肥満傾向児の状況、心のケアの状況等）

・財源（一般財源、基金（具体的に想定する基金名）、国庫補助（具体的に想定するもの）　等）


	（年度も事業を継続する場合は、事業費（国庫補助が必要な場合はその見込額）を記載してください。）（単位：千円）

	
	    年度
	    年度
	    年度

	総事業費
	
	
	

	うち被災者支援総合交付金
	
	
	

	うち国庫補助額
	
	
	

	うち一般財源
	
	
	




＜添付書類⑦　子供への学習支援によるコミュニティ復興支援事業＞
	１．事業の詳細

	（同一の事業について、複数の取組を実施する場合には、各取組について、個別に必要事項を記載してください。また、委託・補助による事業実施を予定している場合には、委託・補助の相手方となる団体等を記載してください。）
①評価・検証委員会
　　【事業内容】

②地域学校協働活動
　　【事業内容】

③家庭教育支援活動
　【事業内容】

④子供たちの学習環境の好転を図るために必要な研修会等
　【事業内容】

　※子供への学習支援及びコミュニティの形成に関わる課題及びその要因等について、【1-3】添付書類ｊ　　状況調査を記載してください。


	２．積算内訳

	（内訳を【1-3】添付書類ｊ　積算内訳に記載してください。）

①評価・検証委員会


②地域学校協働活動


③家庭教育支援活動


④子供たちの学習環境の好転を図るために必要な研修会等






	３．成果指標

	（当事業の具体的な成果指標となるものを記載ください。）
○地域学校協働活動について

○家庭教育支援活動について
　
○子供たちの学習環境の好転を図るために必要な研修会等について
　

	４．　　年度以降の事業見通し

	・事業実施の方向性（継続、一部見直し、終了　等）

・事業実施の方向性を決定した背景・理由（子供への学習支援、コミュニティ形成の状況、課題及びその要因等）

・財源（一般財源、基金（具体的に想定する基金名）、国庫補助（具体的に想定するもの）　等）


	（年度も事業を継続する場合は、事業費（国庫補助が必要な場合はその見込額）を記載してください。）（単位：千円）
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